
平成 21　　年 6　　月 30　　日

平成 20　　年度 ～ 平成 24　　年度

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

(別紙４）　　　　　　　　　　　　　公立病院改革プランの概要

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）

病 院 名

所 在 地

病 床 数

診療科目

財務に係る数値目標（主なも

団　　　　体　　　　名

プ　ラ　ン　の　名　称

策　　　　定　　　　日

対　　象　　期　　間

病
院
の
現
状

公立病院として今後果たすべき役
割(概要) 　遠別町立国保病院は過疎・高齢化の進む地域で、当町唯一の医療機関として、町民の

入院医療、救急医療等の提供、遠別町の企画する健康づくり事業に積極的に協力するとと
もに、介護施設等との連携により、遠別町民の健康増進に貢献することを目指している。

　現在まで各種手当の見直し、１病棟から２病棟への見直しや、院外処方、各種業務委託
などを導入し経営改革に取り組んできた。
近隣の病院との連携をさらに深め収益増に努力するが、不足する分については今後も繰
出し基準に関する総務省通知の考え方及び地方交付税基準財政需要額算入内容に基づ
き経費負担を行う。

北海道遠別町

遠別町立国保病院改革プラン

遠別町立国保病院

北海道天塩郡遠別町字本町１丁目３番地

一般病床１６床・療養病床３０床

内科、外科、小児科、婦人科

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

経常収支比率 86.8 96 95.4 100 100 100

職員給与費比率 129.3 120.4 130.5 128.8 128.8 128.8

病床利用率 62.9 64.5 65.2 65.2 73.2 73.2

上記目標数値設定の考え方

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

不足分は一般会計から繰入金を増額し経常収支比率の目標を設定した。
過疎地における地域医療を確保するため、救急も維持しなければならず、これ以上の職員
削減はできず、常勤医及び出張医に要する経費も割高で、職員給与比率についてはガイド
ラインに沿った目標を設定することはきわめて困難である。
病床利用率については、近隣の一般病院との連携を深め療養病床の利用率向上を目指
すが、規模適正化のため平成２３年度に療養病床の一部を削減する。

（経常黒字化の目標年度：２２年度）



団体名
（病院名）

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

年間延入院患者数 10,594 10,822 10,950 10,950 10,950 10,950

年間延外来患者数 21,949 22,399 22,500 22,500 22,500 22,500

年間外来実人数 12,179 12,660 12,670 12,670 12,670 12,670

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

経費削減・抑制対策

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て
の
具
体
的
な
取
組

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）

経
営
効
率
化

○給食業務委託について検討の結果、経費削減にならないので導入を見送ったが、今後
も引続き給食業務委託について検討する
○平成１５年度から院外処方導入済み
○平成１０年度から医事業務委託導入済み

○平成２３年度に規模適正化のため、療養病床の一部を削減する
○平成１５年度から一般病床６２床を、一般病床１６床、療養病床３０床に見直し済み

○理学療法助手１名退職不補充
○理学療法科診療時間短縮（８時３０分～１２時まで）
○レセプトオンラインシステム導入
○医療機器の共同利用（天塩町立国保病院CT利用）導入済み
○医療職給料表導入済み　○管理職手当削減済み　○特勤手当見直し済み
○旅費見直し済み
○医事システム、会計システム、薬品システム、給食システム導入済み
○清掃業務、リネン業務、警備業務、公務補業務の委託導入済み

北海道遠別町
（遠別町立国保病院）

収入増加・確保対策

その他

病床利用率の状況 １７年度 61.1 1８年度 59.7 １９年度 62.9

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築計
画の状況等

組
及
び
実
施
時
期

そ
の
他
の
特
記
事
項

各年度の収支計画

化
に
係
る
計
画

○町広報誌へ病院便りを掲載し病院のPRに務める
○病院職員による病院経営検討学習会を継続し職員の意識改革、資質向上を促進する
○夜間診療について検討する（午後５時～７時）
○病院ボランテイアの呼びかけ（花壇整備等）
○医師の負担軽減のため、土・日の宿日直は、月２回出張医で対応している
○通院のための交通手段として重要な、ハイヤー等の安定運行が必要
○繰入金について、財政担当と随時協議を行いながら進めている

○平成２３年度に療養病床の一部を削減する

○初山別村の乳幼児健診受入れ
○近隣の病院と連携を深め、他院では標榜していない婦人科・小児科・療養病床の患者を
積極的に受入れる（道立病院からの療養病床患者受入れ）
○効率的な改善対策として一般病棟・療養病棟を１病棟に見直す検討の結果、医師及び
看護師の増員が必要であり、人材確保が難しく現状維持とする



団体名
（病院名）

経営形態の現況

＜内　容＞
留萌地域自治体病院等広域化・連携検討会議設置

道立羽幌病院は医師不足により「中核的医療機関」として対
応することができず、道立羽幌病院及び遠別町立国保病院
は二次医療圏域内の留萌市立病院を中核的医療機関として
広域連携を図る。
遠別町立病院は中核的医療機関まで９０㎞の位置にあり、
救急も含め今後も現在の経営形態を維持する。

同検討会議の中では、救急医療などの広域で支えるべき医
療についての経費負担のあり方について議論がなされてい
るところであり、このような取り組みを含め、地域医療のある
べき姿に向け、広域的な連携をさらに深めていく。

＜時　期＞
平成２０年５月

平成２１年５月

平成２４年度末まで

再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
化
に
係
る
計
画

経
営
形

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

都道府県医療計画等における
今後の方向性

（該当箇所に

（該当箇所に

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

経営形態の見直し（検討）の方向
性

　当遠別町立国保病院が所在する留萌医療圏域には、下記の公立病院が開設されてい
る。  (当病院４６床、留萌市立病院３５０床、道立羽幌病院１２０床、天塩町立国民健康保
険病院４８床、幌延町立病院３６床)

　自治体病院等広域化・連携構想（平成２０年１月）によれば、当院は留萌中部区域（羽幌
町・遠別町・苫前町・初山別村）に位置づけられ、「中核的医療機関（道立羽幌病院）との連
携のもと、診療所化を含めた規模の適正化について検討する必要があると考えます」とさ
れている。

北海道遠別町
（遠別町立国保病院）

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合その
概要）

討中の場合は複数可）

点
検
・
評
価
・
公
表
等
点検・評価の時期(毎年○月頃
等）

経営形態見直し計画の概要

形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

その他特記事項

＜時　期＞
　　平成２１年６月

　　平成２４年度末まで

＜内　容＞
遠別町立国保病院は、中核的病院まで９０㎞の位置にあり、
公共の交通機関は路線バスのみである。
冬期間は吹雪により国道が通行止めになることもあり厳しい
地域で、町内唯一の医療機関として入院及び救急は最低限
必要で、今後も病院の形態による経営が必要である。

しかし、将来特別養護老人ホームの増床が計画されており、
自宅生活が困難な高齢者に対して、特養を含めた町全体の
受入数について研究・検討する必要がある。

住民による検証委員会を設置し、年１回点検・評価し、町広報誌及びホームページで公表
する

毎年６月頃

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）



（別紙） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 221 222 230 245 245 245 245

(1) 194 196 204 217 217 217 217

(2) 27 26 26 28 28 28 28

12 12 12 12 12 12 12

２. 144 154 184 169 189 189 189

(1) 141 150 180 165 185 185 185

(2) 0 0 0 0 0 0 0

(3) 3 4 4 4 4 4 4

(A) 365 376 414 414 434 434 434

１. ｂ 409 419 417 424 424 424 424

(1) ｃ 272 286 277 304 300 300 300

(2) 33 35 41 39 40 40 40

(3) 91 88 91 72 75 75 75

(4) 13 10 8 9 9 9 9

(5) 0 0 0 0 0 0 0

２. 16 14 14 10 10 10 10

(1) 9 8 7 6 6 6 6

(2) 7 6 7 4 4 4 4

(B) 425 433 431 434 434 434 434

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) -60 -57 -17 -20 0 0 0

１. (D) 0 0 0 0 0 0 0

２. (E) 5 0 0 0 0 0 0

23年度 24年度

そ の 他

医 業 外 費 用

22年度21年度

医 業 外 収 益

他会計負担金・補助金

国 ( 県 ) 補 助 金

18年度(実績) 19年度（実績） 20年度（見込）

収
 
 
 
 
 
 
 
 
入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

北海道遠別町（遠別町立国保病院）

特　別　損　益　(D)－(E) (F) -5 0 0 0 0 0 0

-65 -57 -17 -20 0 0 0

(G) 132 189 206 226 226 226 226

(ｱ) 212 162 144 121 121 121 121

(ｲ) 15 16 17 17 17 17 17

　 0 0 0 0 0 0 0

(ｳ) 0 0 0 0 0 0 0

（※） 54 51 19 23 0 0 0
(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
(c)
（a）

(H)
ａ

（※）N年度における単年度資金不足額については、次の算式により算出すること。
　　○「N年度　単年度資金不足額」＝（「N年度の不良債務額」－「N－１年度の不良債務額」）
　　・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること

100.0

▲ 42.4

55.0

65.2

-

55.0

128.8

　　例）「22年度単年度資金不足額▲30百万円」＝（「22年度不良債務額▲20百万円」－「21年度不良債務額10百万円」）

病 床 利 用 率 62.9 64.5 65.2

-地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の
資金不足比率

-- -

59.7

- - - --

-

52.9 55.2 55.0

- - - -

129.3 120.4 130.5

86.8 96.0 95.4 100.0

▲ 65.8 ▲ 55.2 ▲ 42.4 ▲ 42.4

▲ 104 ▲ 104

0 0 0 0

123.1

54.0 55.0

128.8

0

▲ 197

85.8

▲ 89.1

▲ 146 ▲ 127

益

う ち 一 時 借 入 金

不
 
良
 
債
 
務

流 動 資 産

流 動 負 債

翌 年 度 繰 越 財 源

当年度同意等債で未借入
(ｴ)

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

地方財政法上の資金不足の割
合

×100

不 良 債 務 比 率

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

単 年 度 資 金 不 足 額

経 常 収 支 比 率 ×100

×100

医 業 収 支 比 率

職員給与費対医業収益比率 ×100

×100

地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

-

▲ 104 ▲ 104

100.0

▲ 42.4

-

0 0

73.2

128.8

-

-

-

-

73.2



団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 0 0 0 0 0 0 0

２. 8 9 9 10 11 11 12

３. 0 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0 0

５. 0 0 4 23 0 0 0

６. 0 0 0 0 0 0 0

７. 0 0 0 0 0 0 0

(a) 8 9 13 33 11 11 12

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

(c) 0 0 0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 8 9 13 33 11 11 12

１. 5 0 10 25 0 0 0

２. 12 13 14 15 16 17 18

３. 0 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0 0

(B) 17 13 24 40 16 17 18

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 9 4 11 7 5 6 6

１. 9 4 11 7 5 6 6

２. 0 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0 0

(D) 9 4 11 7 5 6 6

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0 0

18年度(実績) 19年度（実績） 21年度 22年度20年度（見込） 24年度

支 出 計

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

支 出 の 財 源 充 当 額
うち翌年度へ繰り越される

そ の 他

収 入 計

(b)

収
　
　
　
　
　
　
入

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入金返還金

そ の 他

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

北海道遠別町（遠別町立国保病院）

23年度

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

152,468 162,215 191,535 176,609 197,000 197,000 197,000

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

8,112 8,698 13,041 32,785 10,724 11,499 12,330

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

160,580 170,913 204,576 209,394 207,724 208,499 209,330

（注）
1
2

0

21年度

又 は 未 発 行 の 額
実 質 財 源 不 足 額

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。

24年度

(F)

23年度

0

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の
繰入金をいうものであること。

2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

(単位：千円）

20年度（見込） 22年度18年度(実績) 19年度（実績）

合　　　計

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。

0 0 0 0 0


